
 ただいまご紹介にあずかりました、株式会社アルトナー代表取締役の関口でござ
います。

 本日は2021年1月期オンライン決算説明会にご参加賜りまして、誠にありがとう
ございます。

 それでは只今より、説明30分、質疑応答30分のスケジュールで、決算説明会を進
めさせていただきます。

 どうぞよろしくお願いいたします。
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 本日の説明の概要でございます。

 まず、会社の概要。

 次に、第59期（’21年1月期）決算概要。

 次に、中期経営計画。

 更には、第60期（’22年1月期）の業績予想、並びに配当予想。

 そして最後に、参考資料のご説明の通り進めさせていただきます。

 どうぞよろしくお願いいたします。
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 まず初めに、会社の概要でございます。
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 当社の社是、経営理念、アルトナーの社名の由来のご紹介でございます。
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 次に沿革です。

 創業は1953年。

 兵庫県尼崎市におきまして、有限会社関口興業社として創業しております。

 当時は取引先の設計部門様より設計図面をお預かりし、「白焼き」、あるいは
「青焼き」等の複写・製本事業を主たる事業として展開してまいりました。
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 その後1962年 関口興業社の100％子会社として、技術者派遣業務を行う事業会社
の、株式会社大阪技術センターを設立。

 その後1998年 株式会社アルトナーに社名変更。

 2007年 ジャスダック証券取引所に上場。

 2017年 会社設立55周年、併せて、東京証券取引所市場第二部への市場変更。

 更に、2018年 東京証券取引所市場第一部に指定されております。
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 当社の主たる事業拠点は、まず本社は大阪/東京の2本社制を編成しております。

 東京は主に事業推進部門であります、採用、営業、教育。

 大阪本社は管理本部であります、総務、人事、経理、財務の本社機能を有しており
ます。

 事業拠点といたしましては、全国４か所です。

 横浜/宇都宮/大阪/名古屋です。

 研修拠点といたしましては、2か所です。

 東日本/西日本、それぞれ設置しております。
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 西日本ラーニングセンター、研修センターは2019年１月15日に移転開設。

 東日本ラーニングセンターは2020年3月2日 新規オープンでスタートしております。
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 当社のビジネスモデルです。

 当社は主に、理系（工学部、理工学部、理学部、情報工学部）の大学生、あるい
は大学院生、また、高専生、専門学生を正社員雇用し、社内で教育・研修を実施
後、顧客企業または当社の請負チームに配属となります。

 当社の研修スタッフは、もと現場の技術者で経験豊富なスタッフをそろえており
ます。

 顧客企業としましては、輸送用機器、電気機器、精密機器メーカーとの取引が主
体でございます。

 雇用から教育訓練、配属あるいはフォローのフローを明示しておりますので、後
ほどご覧になってください。
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 次にアルトナーの雇用形態です。

 当社は技術者派遣事業を主たる事業として展開しておりますので、雇用形態が極めて
重要となってまいります。

 アルトナーの雇用形態である「無期雇用派遣」のエンジニアは「正社員雇用」されて
いますので、1つの派遣業務が終了しても雇用関係はアルトナーと継続されます。

 従いまして、エンジニアの皆さんは、雇用の心配なく、安心して、業務遂行が可能に
なってまいります。

 一般的な派遣のモデルとしましては、業務のある時だけ、派遣元と雇用契約を結ぶ、
いわゆる「有期雇用型」の派遣がメインでありますが、当社は「正社員雇用型」の派
遣とご理解いただきたいと思います。
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 次に、教育・研修のフローです。

 主たる採用は新卒採用でございますので、概ね４月１日に新入社員として当社に入社
してまいります。

 その後、一般研修、社外実務研修、基礎研修、カスタマイズ研修を経て、全国の取引
先プロジェクトに配属されます。

 継続的にキャリアサポート講座等を通じて、技術スキルを高めていっております。
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 主たる技術領域です。

 当社の専門カテゴリーは４カテゴリーです。

 機械分野、電気・電子分野、ソフトウェアの制御ソフト分野、ソフトウェアの情
報処理分野。

 この４つのカテゴリーで技術展開をさせていただいております。
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 次は主たる顧客企業でございます。

 安定した経営のために、幅広い業種をコントロールしながら、顧客企業との取引
を展開しております。

 上から輸送用機器、電気機器、精密機器、機械、情報・通信分野の主たる取引先
でございます。
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 次に設計に関わる製品・システムということで、最近、特に注目されている分野
をご紹介させていただいております。

 自動車、エコカー、先進安全自動車、自動二輪車。
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 また、家電機器、医療機器、産業機器、航空宇宙機器でございます。
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 当社はメーカーの業務工程に対応するグループ編成をもってお客様のマッチング
を図っています。

 開発領域が非常に多岐にわたりますので、その幅広い領域を当社組織では、研究
開発領域からハイバリューグループ、製品開発領域をワイドバリューグループ、
生産関連領域をプロダクトバリューグループとして組織編成し、お客様とエンジ
ニアのマッチングをスムーズに行っております。
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 併せまして、エンジニアの選択できる社内制度としまして、いかにして採用力を高め
ていくかという観点で、従業員満足向上ということで、様々な社内制度を編成させて
いただいております。

 上から、成果報酬型の給与体系につきましては、ハイバリューグループに導入してい
ます。

 次にエリア限定制度、ある程度エリア限定して派遣業務に従事したいという従業員様
からの非常に強いご要望がございましたので、ワイドバリューグループとプロダクト
バリューグループにつきましては、エリア限定制度を編成しております。

 次に、入社後、それぞれのグループ間を移動できる制度としまして、社内公募制度。

 またアルトナーに就職したのち、主に当社の取引先企業へ転職したいというご希望の
方をフォローしていく転職支援制度も、特徴的な制度として展開させていただいてお
ります。
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 これらまとめましてフローとしております。

 エンジニアのキャリアパスです。

 入社から配属。

 そして60歳の定年。

 60歳以降の継続雇用制度。

 途中では転職支援制度を活用し、主に顧客企業に転職をして、当社を退職すると
いう制度もございます。
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 以上までが、簡単でございますけれども、当社の会社概要でございます。

 引き続きまして第59期（’21年1月期）の決算概要に進めさせていただきます。
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 第59期 決算概要の総括としまして、この期の市場環境につきましては、まず、新型コロナウ
イルスの感染症の影響により依然として厳しい状況が継続しております。

 次に先行開発のニーズはあるものの、投資予算の規模は引き続き不透明な状況です。

 代表的な業種としまして、まず自動車業界につきましては、CASEや政府の「脱炭素」方針に
対応するための「脱ガソリン車」、つまりは、電気自動車、燃料電池自動車等の開発が非常
に活発です。

 次に半導体業界につきましては、自動車の電動化、IoT、テレワーク等の推進で、半導体の使
用率が高まっております。

 電子機器等に必要な半導体が、製造装置も含めて、非常に活況でございます。

 技術者派遣事業の状況につきましては、大きく3点です。

 まず、技術者単価が前期と同水準で推移いたしました。

 稼働人員が前年を上回りました。

 特に６月末、９月末、12月末にて、契約期間の満了者が一部発生しました。

 稼働率が前年同期を下回りましたが、全体的な技術者数が増加しております。

 労働工数につきましては、在宅勤務が非常に推進されましたので、そのような影響もあり、
労働工数は前期を下回りました。

 最後に利益の状況につきましては、営業利益率が前期と同水準で推移いたしました。

 まず、費用増につきましては、2020年入社の新卒・キャリア技術者の配属が例年より遅れ、
進捗実績は50％程度の配属で完了しております。

 未配属者の労務費を、当社の場合は、販売管理費で計上させていただいております。

 次に、費用減につきましては、全社スタッフのテレワークを推進したことにより、旅費交通
費、会議費等を大きく削減することができました。

 併せまして、求人費・広告費等もコントロールし、削減させていただきました。
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 これらの結果を受けまして、第59期の業績ハイライトです。

 まず、売上高は2.5％増収。

 営業利益は0.1％増益。

 経常利益は1.9％増益。

 当期純利益は2.5％増益。

 営業利益率は12.4％で着地しております。
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 次に事業別の売上高です。

 技術者派遣事業は0.6％減収。

 請負・受託事業は96.1％増収です。

 請負・受託事業の比率は、3.3％から6.2％に増加しております。
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 次に業種別の売上高です。

 大きく伸ばしたのは、輸送用機器で6.8％増収。

 情報通信分野で15.5％増収です。
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 顧客企業売上高上位10社でございます。

 赤で囲んでおりますが、第59期につきましても自動車関連企業との取引のウェイ
トが高くなっているという結果でございます。
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 次に分野別の売上高です。

 大きく伸ばしたのは、制御ソフトで10.7％増収。

 情報処理で22.1％増収です。
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 次に分野別の期末技術者数です。

 機械は7.3％増員。

 制御ソフトは8.5％増員。

 情報処理は18.6％増員です。

 第59期 着地技術者数は971名で70名増員です。

26



 次に地域別の売上高です。

 関東は7.2％増収。

 東海は2.8％減収。

 近畿は3.7％減収でございました。
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 こちらご紹介しておりますのは、技術者派遣事業の売上高、費用、利益率向上の考え
方です。

 まず売上高につきましては、技術者数×稼働率が稼働人員です。

 それに技術者の１時間当たりの単価×働いた時間数。これが売上高計上の内容です。

 次に売上原価につきましては、働いた技術者の労務費等がメインです。

 その他、販売管理費につきましては、スタッフの労務費、活動経費、あるいは研修期
間・待機期間中の技術者の労務費を販売管理費で計上しております。

 従いまして利益率向上のポイントは2つです。

 まず、売上総利益率の向上のポイントは、1人当たりの技術者単価の上昇が必要です。

 次に営業利益率の向上のポイントは、技術者の増員に伴う間接部門の増員を管理効率
の向上により抑え、販管費率の上昇を抑えるというところがポイントになってまいり
ます。
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 次に技術者の採用人数並びに離職率です。

 2020年度 第59期につきましては、新卒で合計177名。

 2021年4月入社予定者が新卒技術者で202名。

 来年度 2022年4月入社予定者が200名で現在採用活動を展開しております。

 キャリア採用技術者につきましては、2021年1月期が29名。

 2022年1月期を43名の計画で予算組みしております。

 最後に離職率につきましては、昨年7.3ポイントから、11.7ポイント。

 約4.4ポイント程度、離職率が悪化しております。

 主たる要因につきましては、まず本年度は通常期に比べますと、3月末、6月末、
9月末、12月末の復帰者が一部増加したことが影響しています。

 その復帰のタイミングで、地方出身の方は、地元にUターン、あるいはIターンを
希望され、退職された方々が例年に比べると増加いたしました。

 また、離職率につきましては現在、有事ということで、2022年1月期、2023年1
月期の離職率の推移を注視しながら、今後の対策も含めて検討していきたいと考
えております。
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 次に、期末技術者数と稼働率です。

 特に稼働率につきましては、前年97.4％に対して、本年は、95.4％。

 2.0％悪化で着地です。

 要因としましては、復帰人員が例年に比べて増加したこと。

 また、復帰後の再配属に、時間を要したことが主たる要因でございます。
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 次は技術者単価です。

 4,183円に対して、4,213円。30円程度技術者単価が増加しています。

 労働工数は前年168時間に対して、本年は163時間。

 主に在宅勤務、シフト勤務の影響により、時間外工数が大きく減少したことが要
因でございます。
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 第59期の決算概要に続きまして、中期経営計画のご紹介をさせていただきます。
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 まず、この中計の事業環境の予測としましては、2022年1月期につきましては、最終
年度であります2023年1月期に向かうための、加速準備期間と位置付けております。

 2023年1月期に向けて、徐々にコロナも収束に向かうだろうという予測で、様々な計
画の前提を置かせていただいております。

 まず1つ目、エンジニアの不足感につきましては、この2カ年継続するだろう。

 次に、コロナ禍の収束時期につきましては2022年1月期から、2023年1月期に徐々
に収束に向かう。

 中心となるテーマ・業界としましては、やはり、「脱炭素」関連、自動車業界、半導
体業界の研究開発が引き続き旺盛であろうと予測しております。

33



 今中期経営計画の基本方針、並びに基本施策です。

 基本施策の1つ目はセグメント戦略の推進、2つ目に多種多様な人材活用の推進。
請負・受託体制の確立・強化です。
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 まず施策の1つ目、セグメント別マーケットへの対応ということで、会社概要でも
ご紹介させていただきましたが、ハイバリュー、ワイドバリュー、プロダクトバ
リューの各グループのセグメントを、それぞれマーケットのニーズに合わせて、
採用・教育、顧客開拓を含めて益々精査していきたい、制度を高めていきたいと
いう狙いでございます。

35



 次に中計の数値目標です。

 売上高を100億円。

 営業利益率を12.5％に設定してます。
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 技術者数の着地人員を1,300名体制の確立。

 併せまして、派遣、請負の事業費率を9：1。

 人員比率も9：1で計画を立てています。
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 ROEで20％以上。

 配当性向を30％以上と、計画設定をさせていただいております。
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 次に、第60期（’22年1月期）の業績予想並びに配当予想です。
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 第60期につきましては、本年、年間を通じて、コロナがまだまだ継続するという
ことを前提に、様々な主要予算を組ませていただいております。

 それらの結果、売上高は前年対比6.9％の増収計画。

 営業利益は8.8％の減益計画。

 経常利益は10.7％の減益計画。

 当期純利益は10.3％の減益計画でございます。

 それらの構成要素の前提条件でございます。

 新卒の入社者を202名。

 キャリア入社者を43名。

 稼働率も前期と同水準の95.4％程度を前提としています。

 技術者単価につきましては、前年対比で微増の計画を立てています。

 労働工数につきましても、前年163時間と同水準の労働工数の前提を置かせてい
ただいております。

 最後に2020年度の新卒入社者、並びにキャリア技術者が約50％程度未配属で年を
越しています。

 まず、前年度の未配属者につきましては、2月から7月、上期終了時点で、概ね配
属完了の予算前提を組ませていただいております。

 次に2021年４月入社の新卒技術者につきましては、11、12、1月の第4四半期の
配属計画で予算を組ませていただいております。
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 次に配当予想です。

 前年11.5円、11.5円、年間23円の配当実績に対して、’22年1月期の配当予想は
同額の中間11.5円、期末11.5円、年間23円の配当予想でございます。
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 年間配当金の推移です。
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 最後に参考資料といたしまして、新型コロナウイルス感染症に対する当社の取り組み。
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 並びに経営指標の推移。
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 四半期の業績推移。
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 期末株主数の推移。
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 株主構成
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 当社の主たる顧客企業の研究開発費の推移データ。
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 最後にアルトナーの会社情報をまとめさせていただきました。

53



 以上、簡単ではございますが、決算説明とさせていただきます。

 ご清聴ありがとうございました。
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